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国 立 大 学 法 人 京 都 大 学 教 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 暇 等 に 関 す る 規 程 等 新 旧 対 照 表 

改    正    前 改    正    後 
国立大学法人京都大学教職員の勤務時間、休

暇等に関する規程 

（平成１６年達示第８３号） 

 

 （前 略） 

（休日） 

第１３条 教職員の休日は、次の各号に定めるとお

りとする。ただし休日は勤務日とするが、特に勤務

することを命ぜられる者を除き、正規の勤務時間

においても勤務することを要しない。 

(1) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第

１７８号）に規定する休日（次号及び第４号にお

いて「祝日法による休日」という。） 

 (2)・(3) （略） 

(4) ８月第３週の月曜日、火曜日及び水曜日（祝日

法による休日を除く。）（夏季一斉休業日） 

 （中 略） 

第２節 年次休暇 

（年次休暇の日数） 

第２１条 年次休暇は、一の年ごと（１月１日から１

２月３１日までの１暦年）における休暇とし、その

日数は、一の年において、次の各号に掲げる教職員

の区分に応じて、当該各号に掲げる日数とする。 

 (1) （略） 

(2) 当該年の中途において、新たに教職員となっ

た者 その者の当該年における在職期間に応

じ、別表第４の日数欄に掲げる日数（以下この条

において「基本日数」という。） 

(3) 当該年において新たに行政執行法人の職員、

国家公務員（特別職に属する者を含む。）、国有

林野事業を行う国の経営する企業に勤務する職

員の給与等に関する特例法（昭和２９年法律第

１４１号）の適用を受ける職員、地方公務員、地

方独立行政法人の職員又は沖縄振興開発金融公

庫その他その業務が国の事務若しくは事業と密

接な関連を有する法人のうち国家公務員退職手

当法施行令（昭和２８年政令第２１５号）第９条

の２各号に掲げる法人の職員（以下この条にお

いて「国等の職員」という。）となった者で、引

き続き教職員となったもの 国等の職員となっ

た日において新たに教職員となったものとみな

した場合におけるその者の在職期間に応じた基

本日数から、新たに教職員となった日の前日ま

での間に使用した年次休暇に相当する休暇の日

数を減じて得た日数（当該日数が基本日数に満

たない場合にあっては、基本日数） 

(4) 当該年の前年において国等の職員であった者

 

 

 

 

 

 （休日） 

第１３条 （同 左） 

 

 

 

(1) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第

１７８号）に規定する休日（次号において「祝日

法による休日」という。） 

 (2)・(3) （同 左） 

 

 

 

第２節 年次休暇 

（年次休暇の日数） 

第２１条 年次休暇は、一の事業年度ごとにおける

休暇とし、その日数は、一の事業年度において、次

の各号に掲げる教職員の区分に応じて、当該各号

に掲げる日数とする。 

(1) （同 左） 

(2) 当該事業年度の中途において、新たに教職員

となった者 その者の当該事業年度における在

職期間に応じ、別表第４の日数欄に掲げる日数

（以下この条において「基本日数」という。） 

(3) 当該事業年度において新たに行政執行法人の

職員、国家公務員（特別職に属する者を含む。）、

国有林野事業を行う国の経営する企業に勤務す

る職員の給与等に関する特例法（昭和２９年法

律第１４１号）の適用を受ける職員、地方公務

員、地方独立行政法人の職員又は沖縄振興開発

金融公庫その他その業務が国の事務若しくは事

業と密接な関連を有する法人のうち国家公務員

退職手当法施行令（昭和２８年政令第２１５号）

第９条の２各号に掲げる法人の職員（以下この

条において「国等の職員」という。）となった者

で、引き続き教職員となったもの 国等の職員

となった日において新たに教職員となったもの

とみなした場合におけるその者の在職期間に応

じた基本日数から、新たに教職員となった日の

前日までの間に使用した年次休暇に相当する休

暇の日数を減じて得た日数（当該日数が基本日

数に満たない場合にあっては、基本日数） 

(4) 当該事業年度の前事業年度において国等の職
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であって引き続き当該年に新たに教職員となっ

たもの又は当該年の前年において教職員であっ

た者であって引き続き当該年に国等の職員とな

り引き続き再び教職員となったもの 国等の職

員としての在職期間及びその在職期間中におけ

る年次休暇に相当する休暇の残日数等を考慮

し、２０日に当該年の前年における年次休暇に

相当する休暇又は年次休暇の残日数（当該日数

が２０日を超える場合にあっては、２０日）を加

えて得た日数から、教職員となった日の前日ま

での間に使用した年次休暇に相当する休暇又は

年次休暇の日数を減じて得た日数（当該日数が

基本日数に満たない場合にあっては、基本日数） 

 

 

２ 年次休暇（この項の規定により繰り越されたも

のを除く。）は２０日を限度として、当該年の翌年

に繰り越すことができる。 

（年次休暇の手続） 

第２２条 年次休暇は、教職員の請求した時季に与

えるものとする。ただし、教職員の請求した時季に

与えることが業務の正常な運営に支障を生ずると

認める場合には、他の時季に与えることがあるも

のとする。 

 

 

 

 

 

２ 前項の規定にかかわらず、前条第１項の規定に

よる年次休暇が１０日以上与えられた教職員に対

しては、年次休暇を付与する日から１年以内に、当

該教職員の有する年次休暇日数のうち５日（教職

員が前項の規定による年次休暇を取得した場合に

あっては、当該取得した日数（当該日数が５日を超

える場合には、５日とする。）分を５日から控除し

た日数）を超えない範囲の日数について、大学が教

職員の意見を聴取し、その意見を尊重した上で、あ

らかじめ時季を指定して取得させることができ

る。 

３ 年次休暇を取得しようとする教職員は、あらか

じめ休暇簿に所要の事項を記入して届出をしなけ

ればならない。ただし、やむを得ない事由によって

あらかじめ届出することができなかった場合に

は、その事由を付して事後において届出をしなけ

ればならない。 

 （中 略） 

第４節 特別休暇 

（特別休暇の事由及び期間） 

員であった者であって引き続き当該事業年度に

新たに教職員となったもの又は当該事業年度の

前事業年度において教職員であった者であって

引き続き当該事業年度に国等の職員となり引き

続き再び教職員となったもの 国等の職員とし

ての在職期間及びその在職期間中における年次

休暇に相当する休暇の残日数等を考慮し、２０

日に当該事業年度の前事業年度における年次休

暇に相当する休暇又は年次休暇の残日数（当該

日数が２０日を超える場合にあっては、２０日）

を加えて得た日数から、教職員となった日の前

日までの間に使用した年次休暇に相当する休暇

又は年次休暇の日数を減じて得た日数（当該日

数が基本日数に満たない場合にあっては、基本

日数） 

２ 年次休暇（この項の規定により繰り越されたも

のを除く。）は２０日を限度として、当該事業年度

の翌事業年度に繰り越すことができる。 

 （年次休暇の手続） 

第２２条 （同 左） 

 

 

 

 

２ 前項の規定にかかわらず、労基法第３９条第６

項に基づく労使協定の定めるところにより年次休

暇を計画的に与えることとした場合は、当該協定

の定めるところにより年次休暇を与えるものとす

る。 

３ 前２項の規定にかかわらず、前条第１項の規定

による年次休暇が１０日以上与えられた教職員に

対しては、年次休暇を付与する日から１年以内に、

当該教職員の有する年次休暇日数のうち５日（教

職員が前２項の規定による年次休暇を取得した場

合にあっては、当該取得した日数（当該日数が５日

を超える場合には、５日とする。）分を５日から控

除した日数）を超えない範囲の日数について、大学

が教職員の意見を聴取し、その意見を尊重した上

で、あらかじめ時季を指定して取得させることが

できる。 

４ 第２項に定める場合を除き、年次休暇を取得し

ようとする教職員は、あらかじめ休暇簿に所要の

事項を記入して届出をしなければならない。ただ

し、やむを得ない事由によってあらかじめ届出す

ることができなかった場合には、その事由を付し

て事後において届出をしなければならない。 

 

第４節 特別休暇 

（特別休暇の事由及び期間） 
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第２７条 教職員が、次の各号の一に該当する場合

には、特別休暇を与えることがある。 

 (1)～(9) （略） 

(10) 小学校就学の始期に達するまでの子（配偶者

の子を含む。）を養育する教職員が、その子の看

護（負傷し、若しくは疾病にかかったその子の世

話を行い、又はその子に予防接種若しくは健康

診断を受けさせることをいう。）のため勤務しな

いことが相当であると認められる場合 一の年

において当該子が１人の場合は５日、２人以上

の場合は１０日の範囲内の期間 

(11) 教職員が負傷、疾病又は身体上若しくは精神

上の障害により２週間以上の期間にわたり日常

生活を営むのに支障がある者（前号に掲げる場

合を除く。）を介護するため勤務しないことが相

当であると認められる場合 一の年において当

該者が１人の場合は５日、２人以上の場合は１

０日の範囲内の期間 

 (12)・(13) （略） 

(14) 教職員が夏季における盆等の諸行事、心身の

健康の維持及び増進又は家庭生活の充実のため

勤務しないことが相当であると認められる場合 

一の年の６月から１２月までの期間における、

週休日、休日及び代休日を除いて原則として連

続する３日の範囲内の期間 

 

 (15)～(17) （略） 

(18) 教職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで次

に掲げる社会に貢献する活動（専ら親族に対す

る支援となる活動を除く。）を行う場合で、その

勤務しないことが相当であると認められるとき 

一の年において５日の範囲内の期間 

ア～ウ   （略） 

 (19) ４０歳又は５０歳に達した教職員が職業生

活の節目において心身のリフレッシュを図るた

め勤務しないことが相当であると認められる場

合 当該年齢に達した日から１年を経過する日

までの間（当該期間中に国立大学法人京都大学

教職員出向規程（平成１６年達示第７６号）第２

条に規定する在籍出向に係る期間がある場合は

当該期間を考慮して別に定める期間）における

週休日、休日及び代休日を除いて原則として連

続する５日の範囲内の期間 

 

(20) 教職員が不妊治療に係る通院等のため勤務

しないことが相当であると認められるとき 一

の年において５日（当該通院等が体外受精その

他の別に定める不妊治療に係るものである場合

にあっては、１０日）の範囲内の期間 

第２７条  

 

 (1)～(9)  

(10) 小学校就学の始期に達するまでの子（配偶者

の子を含む。）を養育する教職員が、その子の看

護（負傷し、若しくは疾病にかかったその子の世

話を行い、又はその子に予防接種若しくは健康

診断を受けさせることをいう。）のため勤務しな

いことが相当であると認められる場合 一の事

業年度において当該子が１人の場合は５日、２

人以上の場合は１０日の範囲内の期間 

(11) 教職員が負傷、疾病又は身体上若しくは精

神上の障害により２週間以上の期間にわたり日

常生活を営むのに支障がある者（前号に掲げる

場合を除く。）を介護するため勤務しないこと

が相当であると認められる場合 一の事業年度

において当該者が１人の場合は５日、２人以上

の場合は１０日の範囲内の期間 

 (12)・(13) （同 左） 

(14) 教職員が夏季における盆等の諸行事、心身の

健康の維持及び増進又は家庭生活の充実のため

勤務しないことが相当であると認められる場合 

一の事業年度の６月から１２月までの期間にお

ける、週休日、休日、代休日及び第２２条第２項

の規定による年次休暇を取得する日を除いて原

則として連続する３日の範囲内の期間 

 (15)～(17) （同 左） 

(18) 教職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで次

に掲げる社会に貢献する活動（専ら親族に対す

る支援となる活動を除く。）を行う場合で、その

勤務しないことが相当であると認められるとき 

一の事業年度において５日の範囲内の期間 

ア～ウ  （同 左） 

 (19) ４０歳又は５０歳に達した教職員が職業生

活の節目において心身のリフレッシュを図るた

め勤務しないことが相当であると認められる場

合 当該年齢に達した日から１年を経過する日

までの間（当該期間中に国立大学法人京都大学

教職員出向規程（平成１６年達示第７６号）第２

条に規定する在籍出向に係る期間がある場合は

当該期間を考慮して別に定める期間）における

週休日、休日、代休日及び第２２条第２項の規定

による年次休暇を取得する日を除いて原則とし

て連続する５日の範囲内の期間 

(20) 教職員が不妊治療に係る通院等のため勤務

しないことが相当であると認められるとき 一

の事業年度において５日（当該通院等が体外受

精その他の別に定める不妊治療に係るものであ

る場合にあっては、１０日）の範囲内の期間 

（同 左） 
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 （中 略） 

（特別休暇の単位） 

第２９条 特別休暇は、必要に応じて１日、１時間又

は１分を単位として取り扱うものとする。ただし、

第２７条第５号及び第６号に該当する場合におい

ては、１日を単位とする。 

（後 略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国立大学法人京都大学教職員給与規程 

（平成１６年達示第８３号） 

 （前 略） 

（給与の支給日及び支給方法） 

第９条 俸給の支給日は、毎月１７日とする。ただ

し、支給日が日曜日に当たるときは前々日、土曜日

に当たるときは前日、休日（夏季一斉休業日を除

く。）に当たるときは翌日を支給日とする。 

２～５ （略） 

 （中 略） 

（休日給） 

第２４条 勤務時間等規程第１３条第１号に規定

する祝日法による休日（勤務時間等規程第１４条

第１項の規定により代休日を指定されて、当該休

日に割り振られた勤務時間の全部を勤務した教職

員にあっては、当該休日に代わる代休日。第３７条

において「祝日法による休日等」という。）（勤務時

間等規程第１１条、第１６条又は第１７条の規定

に基づき毎日曜日を週休日と定められている教職

員以外の教職員にあっては、勤務時間等規程第１

３条第１号に規定する祝日法による休日が勤務時

間等規程第１２条、第１６条及び第１７条の規定

(21) 教職員が、ワークライフバランス及び業務の

生産性の向上を図るため、勤務しないことが相

当であると認められるとき 一の事業年度にお

いて３日の範囲内の期間 

 

（特別休暇の単位） 

第２９条 特別休暇は、必要に応じて１日、１時間又

は１分を単位として取り扱うものとする。ただし、

第２７条第５号、第６号及び第２１号に該当する

場合においては、１日を単位とする。 

 

附 則（令和４年達示第７５号） 
（施行期日） 

１ この規程は、令和５年４月１日から施行する。 
（経過措置） 

２ 改正後の国立大学法人京都大学教職員の勤務時

間、休暇等に関する規程第２１条第２項の規定に

かかわらず、令和４年１月１日から令和５年３月

３１日までの間に付与された年次休暇について

は、４０日を限度として令和６年３月３１日まで

繰り越すことができる。 
３ 前項により繰り越した年次休暇のうち、令和５

年１月１日から令和５年３月３１日までの間に付

与された年次休暇については、２０日を限度とし

て令和７年３月３１日まで繰り越すことができ

る。 

 

 

 

 

（給与の支給日及び支給方法） 

第９条 俸給の支給日は、毎月１７日とする。ただ

し、支給日が日曜日に当たるときは前々日、土曜日

に当たるときは前日、休日に当たるときは翌日を

支給日とする。 

２～５ （同 左） 

 

（休日給） 

第２４条 勤務時間等規程第１３条第１号に規定

する祝日法による休日（勤務時間等規程第１４条

第１項の規定により代休日を指定されて、当該休

日に割り振られた勤務時間の全部を勤務した教職

員にあっては、当該休日に代わる代休日。第３７条

において「祝日法による休日等」という。）（勤務時

間等規程第１１条、第１６条又は第１７条の規定

に基づき毎日曜日を週休日と定められている教職

員以外の教職員にあっては、勤務時間等規程第１

３条第１号に規定する祝日法による休日が勤務時

間等規程第１２条、第１６条及び第１７条の規定
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に基づく週休日に当たるときは、別に定める日）、

勤務時間等規程第１３条第２号に規定する年末年

始の休日（勤務時間等規程第１４条第１項の規定

により代休日を指定されて、当該休日に割り振ら

れた勤務時間の全部を勤務した教職員にあって

は、当該休日に代わる代休日。第３７条において

「年末年始の休日等」という。）、勤務時間等規程第

１３条第３号に規定する創立記念日（勤務時間等

規程第１４条第１項の規定により代休日を指定さ

れて、当該休日に割り振られた勤務時間の全部を

勤務した教職員にあっては、当該休日に代わる代

休日。第３７条において「創立記念日等」という。）

及び勤務時間等規程第１３条第４号に規定する夏

季一斉休業日（勤務時間等規程第１４条第１項の

規定により代休日を指定されて、当該休日に割り

振られた勤務時間の全部を勤務した教職員にあっ

ては、当該休日に代わる代休日。第３７条において

「夏季一斉休業日等」という。）において、正規の

勤務時間中に勤務することを命ぜられた教職員に

は、正規の勤務時間中に勤務した全時間に対して、

勤務１時間につき、第３９条に規定する勤務１時

間当たりの給与額に１００分の１３５を乗じて得

た額を休日給として支給する。これらの日に準ず

るものとして別に定める日において勤務した教職

員についても同様とする。 

 （中 略） 

（給与の減額） 

第３７条 教職員が勤務しないときは、祝日法によ

る休日等、年末年始の休日等、創立記念日等又は夏

季一斉休業日等である場合、就業規則第３４条に

よる職務専念義務免除期間（同条第３号を除く。）、

就業規則第４３条による妊産婦である女性教職員

の健康診査、就業規則第４４条による妊産婦であ

る女性教職員の業務軽減等及び就業規則第５８条

による就業禁止期間並びに休暇による場合、その

他勤務しないことにつき特に承認があった場合を

除き、その勤務しない１時間につき、第３９条に規

定する勤務１時間あたりの給与額に、その勤務し

ない時間数を乗じて得た額を減額して支給する。 

（後 略） 

に基づく週休日に当たるときは、別に定める日）、

勤務時間等規程第１３条第２号に規定する年末年

始の休日（勤務時間等規程第１４条第１項の規定

により代休日を指定されて、当該休日に割り振ら

れた勤務時間の全部を勤務した教職員にあって

は、当該休日に代わる代休日。第３７条において

「年末年始の休日等」という。）及び勤務時間等規

程第１３条第３号に規定する創立記念日（勤務時

間等規程第１４条第１項の規定により代休日を指

定されて、当該休日に割り振られた勤務時間の全

部を勤務した教職員にあっては、当該休日に代わ

る代休日。第３７条において「創立記念日等」とい

う。）において、正規の勤務時間中に勤務すること

を命ぜられた教職員には、正規の勤務時間中に勤

務した全時間に対して、勤務１時間につき、第３９

条に規定する勤務１時間当たりの給与額に１００

分の１３５を乗じて得た額を休日給として支給す

る。これらの日に準ずるものとして別に定める日

において勤務した教職員についても同様とする。 

 

 

 

 

 

 

 

（給与の減額） 

第３７条 教職員が勤務しないときは、祝日法によ

る休日等、年末年始の休日等又は創立記念日等で

ある場合、就業規則第３４条による職務専念義務

免除期間（同条第３号を除く。）、就業規則第４３条

による妊産婦である女性教職員の健康診査、就業

規則第４４条による妊産婦である女性教職員の業

務軽減等及び就業規則第５８条による就業禁止期

間並びに休暇による場合、その他勤務しないこと

につき特に承認があった場合を除き、その勤務し

ない１時間につき、第３９条に規定する勤務１時

間あたりの給与額に、その勤務しない時間数を乗

じて得た額を減額して支給する。 

 

附 則（令和４年達示第７５号） 抄 
（施行期日） 

１ この規程は、令和５年４月１日から施行する。 
 

 

 


